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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第159期
第２四半期
連結累計期間

第160期
第２四半期
連結累計期間

第159期
第２四半期
連結会計期間

第160期
第２四半期
連結会計期間

第159期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 8,351 8,168 4,232 4,288 18,142

経常利益又は損失(△)(百万円) △149 477 60 315 301

四半期(当期)純利益 (百万円) 356 477 550 301 569

純資産額 (百万円) ― ― 1,224 1,852 1,452

総資産額 (百万円) ― ― 7,889 7,988 8,921

１株当たり純資産額 (円) ― ― △31.37 △19.19 △30.04

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 1.32 1.77 2.04 1.12 2.11

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 1.32 ― 2.04 ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 14.4 22.5 15.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,026 407 ― ― 1,886

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △481 △227 ― ― △456

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △550 △36 ― ― △601

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,817 2,798 2,658

従業員数 (名) ― ― 375 366 363

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　１株当たり純資産額の算定に当たっては、優先株主に対する残余財産の分配額(１株につき65円65銭)および累

積未払配当金相当額を控除して算定しております。

４　第160期第２四半期連結累計期間、第160期第２四半期連結会計期間および第159期の潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 366

(注)  従業員数は就業人員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 307

(注)  従業員数は就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

開示対象となる生産実績はありませんので、記載を省略しております。

　
(2) 受注実績

当社グループは見込生産を主体としており、受注状況は記載しておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、総販売実績の10％以上を占める販売顧客に該当するものはありません。

　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

市販／配信 2,905 ―

特販／通販 609 ―

その他 773 ―

合計 4,288 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生はありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」については、以下に記載する「⑥年金制度」以外には、重要な

変更はありません。なお、文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断した

ものであります。

　

⑥年金制度

平成21年７月に、年金受給権者の方々に対し、将来の年金給付に代えて、任意に一時払いの選択をお願

いしたところ320名の年金受給権者の方に申込をいただきました。この一時払いにより、当社の業績への

負担は減少し、年金制度運営のリスク軽減につながりました。また、残る年金受給権者の方々へは、閉鎖型

税制適格年金制度から給付減額を伴う確定給付企業年金制度への変更について同意頂けるようお願い

し、約80％の方々より同意を得ました。当社は、平成22年８月26日に当該年金制度移行に関して厚生労働

省へ申請し、平成22年11月１日付にて移行を承認する旨の書面を受領いたしました。従いまして、当社は

平成22年11月１日より、給付利率を5.5％または4.0％から1.5％へ減額し、更に終身年金制度を６年間の

有期年金へ変更した確定給付企業年金制度へ移行しております。これにより、当社の年金制度運営のリス

クは、更に軽減いたしました。しかしながら、今後も年金資産の運用利回りが低下した場合や、退職給付債

務を計算する前提となる数理計算上の前提・仮定に変更があった場合には、費用が発生する可能性があ

ります。金利環境の変動その他の要因も年金の未積立債務および年間積立額にマイナスの影響を与える

可能性があります。
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なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の連結売上高は、42億８千８百万円（前年同四半期に比べ1.3％増）となり

ました。これは主に、J-POP作品を中心とする市販作品および配信の売上は増加いたしましたが、製造販売

受託事業および特販／通販事業の売上が減少したためです。

損益につきましては、市販作品および配信売上の売上高増加に伴う営業利益の改善や給与、報酬および

経費等の削減努力を継続したことに加えまして、年金制度変更に伴う退職給付費用の減少により、営業利

益は３億１千４百万円（前年同四半期は６千５百万円）となりました。また、経常利益は３億１千５百万

円（前年同四半期は６千万円）、四半期純利益は３億１百万円（前年同四半期は５億５千万円）となり

ました。

セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。なお、平成22年３月期まではミュージック制作事

業の単一セグメントでしたが、第１四半期連結会計期間からセグメントの区分を変更しております。

〔市販／配信事業〕

売上高につきましては、演歌・歌謡曲作品、クラシック作品の売上が増加し、J-POP作品の売上も順調に

推移したため、事業合計では増加しております。また、J-POP作品につきましては、配信も好調であったた

め、利益は増加しています。

主な作品といたしましては、デビュー11年目となる「氷川きよし」のアルバム“氷川きよし演歌名曲

コレクション12　～三味線旅がらす～”、シングル“虹色のバイヨン”をはじめ、前年に引き続きご好評

をいただいております「木村カエラ」初のベストアルバム “5years” 、オリコン初登場第１位を獲得

したシングル“Ring a Ding Dong”、500万ＤＬを突破した “Butterfly”、「チームドラゴン from

AKB48」による“ドラゴンボール改”のエンディング・テーマ“心の羽根”、「一青窈」のベストアルバ

ム“ハナミズキ－君と好きな人が 百年続きますように－”、“THE IDOLM＠STER” シリーズ、“天装戦

隊ゴセイジャー”シリーズ などの作品が好調な売れ行きとなり、売上に貢献いたしました。この結果、売

上高は、29億５百万円、営業利益は５億１千２百万円となりました。

〔特販／通販事業〕

“ひばりカバーソングコレクション”、“演歌の花道”、“鮫島有美子がうたう　日本のうた・世界の

うた　100”などの通販会社向けの作品がご好評を頂いておりますが、法人向け音源許諾収入等が減少い

たしました。この結果、売上高は、６億９百万円、営業利益は２億７千８百万円となりました。

 

当社グループは、不採算事業を整理し、利益を安定的に計上できる体質にすることを最大の経営課題に

しており、得意分野、成長分野への経営資源の集中、人員規模の適正化および役員、社員の報酬、給与削減

などの施策を継続して実施してまいります。さらに、フェイス・グループの一員として戦略的パートナー

シップを構築することにより、様々な音楽関連サービスを充実させ、グループ間の事業シナジーの実現に

向けた取り組みを積極的に進めてまいります。

当社は、平成22年10月１日に創立100周年を迎えることができました。これまでコロムビアグループを

支えていただきました全ての方々に心からお礼申しあげます。また、100周年を機に、長年にわたり皆様に

ご愛顧いただいておりました「日本コロムビア株式会社」に商号を戻しました。次の100年に向け、音楽

制作の原点に立ち返り、役員、従業員一同、なお一層社業に邁進してまいります。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して９億３千２百万円減少

し79億８千８百万円となりました。

主な増減としては、資産の部では、受取手形及び売掛金が期末売上債権の回収により８億３千３百万円

減少しております。負債の部では、支払手形及び買掛金が２億２千８百万円、未払金が４億４千４百万円、

未払費用が３億３千６百万円減少しました。また、純資産は、四半期純利益の計上により18億５千２百万

円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果、増加した資金は４億７千３百万円(前年同四半期は

12億６千３百万円の資金の増加)となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益３億１千３百

万円、退職給付引当金の減少額６千９百万円、売上債権の減少額１億９百万円、仕入債務の減少額１億５百

万円および未払費用の増加額２億９千３百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は１億１千９百万円(前年同四半期は

２億９千２百万円の資金の減少)となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、減少した資金は１千万円(前年同四半期は５億２千

５百万円の資金の減少)となりました。

　

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第１四半期連結会計期

間末に比べ３億４千１百万円増加(前年同四半期は４億３千８百万円の増加)し、27億９千８百万円(前第２

四半期連結会計期間末は18億１千７百万円)となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式 369,000,000

Ａ種優先株式 93,000,000

　　計 462,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種　類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容

普通株式 185,510,651185,510,651
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
　単元株式数：1,000株

Ａ種優先株式 76,924,00076,924,000―
　　　　　(注)
　単元株式数：1,000株

計 262,434,651262,434,651― ―

(注)　Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

１　優先配当金及びその上限額

(1) 当社は、毎事業年度最終の株主名簿に記載のＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」とい

う。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式

を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権

者」という。）に先立ち、１株につき１円95銭を上限としてＡ種優先株式の発行に関する取締役会決議で

定める額（但し、本規定に従い、優先期末配当金の額が調整された場合には、調整後の金額とする。以下

「優先期末配当金」という。）を支払う。後記２に規定される累積未払配当金がある場合には、累積未払配

当金を優先して支払う。

(2) 当社は、当該事業年度中に設けられた基準日により、後記１(3)に規定する期中配当に関する決議がなされ

た場合においては、前記１(1)に規定する優先期末配当金からかかる優先期中配当金（後記１(3)に規定す

る。）の総額を控除した額の金銭を優先期末配当金として支払う。但し、各期中配当の基準日の翌日から当

該事業年度最終の日までの間に、後記６の規定により優先期末配当金が調整された場合に控除すべき優先

期中配当金の総額は、次式によって調整された後の優先期中配当金の総額とする。

調整後優先
期中配当金

＝
調整前優先
期中配当金

×
当該事業年度最終の日における優先期末配当金の額

各期中配当の基準日における優先期末配当金の額

(3) 当社は、事業年度最終の日以外を基準日とする配当（以下「期中配当」という。）を行うときは、Ａ種優先

株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、１株につき次式に

よって算定された額の金銭（円位未満小数第３位以下は切り捨てるものとする。以下「優先期中配当金」

という。）を支払う。但し、前記１(1)に基づき、直前の事業年度に関してＡ種優先株主又はＡ種優先登録株

式質権者に対して支払われるべき優先期末配当金の全部の配当に関する決議がなされない限り、当社は期

中配当を行うことができない。

優先期中
配当金

＝
優先期末
配当金

×

当該事業年度の経過月数
（当該期中配当の基準日を含む月を算入する。）

12
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(4) 前記１(3)の規定にかかわらず、当該期中配当の基準日を含む事業年度中の日を基準日とする期中配当に

関する決議が既になされた場合においては、当社は、前記１(3)の規定に従い算出された優先期中配当金か

ら、既に決議された期中配当にかかる優先期中配当金の総額を控除した額の金銭を支払う。但し、既に行わ

れた各期中配当の基準日の翌日から当該期中配当の基準日までの間に、後記６の規定により優先期末配当

金が調整された場合に控除すべき優先期中配当金の総額は、次式によって調整された後の優先期中配当金

の総額とする。

調整後優先
期中配当金

＝
調整前優先
期中配当金

×
当該期中配当の基準日における優先期末配当金の額

各期中配当の基準日における優先期末配当金の額

(5) 優先期末配当金及び優先期中配当金は、Ａ種優先株式発行後２年以内に開始する事業年度（以下「優先配

当事業年度」という。）に関してのみ支払うものとし、最終優先配当事業年度の翌事業年度以降について

は支払わない。但し、当社は、後記２に基づく累積未払配当金を、優先配当事業年度及びそれ以降に到来す

る事業年度の剰余金の配当として支払うことができ、最終優先配当事業年度の翌事業年度以降について、

さらに、その残余から剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者及び普通株

主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の剰余金の配当を行う。

２　累積条項

当社は、前記１(1)に基づき、優先配当事業年度に関してＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し

て支払われるべき優先期末配当金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累

積する（以下その不足額を「累積未払配当金」という。）。当社は、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、累積未払配当金を支払う。

３　参加条項

当社は、優先配当事業年度に関し、優先期末配当金が支払われた後に残余から剰余金の配当を行うときは、

普通株主又は普通登録株式質権者に対して当該優先期末配当金と同額に至るまで剰余金の配当を行うことが

でき、さらに残余から剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者及び普通株主又

は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の剰余金の配当を行う。また、当社は、優先期中配当金が支払わ

れた後に、普通株主又は普通登録株式質権者に対して当該優先期中配当金と同額に至るまで、期中配当として

剰余金の配当を行うことができ、同一の基準日により期中配当としてさらに残余から剰余金の配当を行うと

きは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同

額の剰余金の配当を行う。

４　残余財産の分配

(1) 当社は、残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、１株につき65

円65銭及び累積未払配当金相当額を普通株主又は普通登録株式質権者に先立って支払う。但し、１株につ

き65円65銭の金額は、後記６(1)ないし(8)の事由が生じたときは、後記６(1)ないし(8)を準用して調整す

る。

(2) Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記４(1)のほか残余財産の分配を行わない。

５　議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。

６　株式の分割又は併合、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当てを受ける権利等

(1) 当社は、株式の分割又は併合を行うときは、普通株式及びＡ種優先株式ごとに、同時に同一割合でこれを行

う。

(2) 当社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を付与するとき

は、ⅰ)普通株主には普通株式の募集株式の割当てを受ける権利又は普通株式を目的とする新株予約権の

割当を受ける権利を、Ａ種優先株主にはその所有するＡ種優先株式と同一種類のＡ種優先株式（以下「本

優先株式」という。）の募集株式の割当てを受ける権利又はかかるＡ種優先株式を目的とする新株予約権

（以下「本優先新株予約権」という。）の割当てを受ける権利をそれぞれ同時に同一割合で付与すること

あるいはⅱ)普通株主とＡ種優先株主の双方に普通株式の募集株式の割当てを受ける権利又は普通株式を

目的とする募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一割合で付与することによりこれを行う。

(3) 当社は、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行うときは、普通株主には普通株式又は普通株式を

目的とする新株予約権の無償割当てを、Ａ種優先株主には本優先株式又は本優先新株予約権の無償割当て

をそれぞれ同時に同一割合で行う。

(4) 株式の分割が行われたときは、優先期末配当金は次式によって算定された調整額を控除した額とする。

調整額 ＝
調整前の１株当たり
優先期末配当金

×
株式の分割による増加優先株式数

株式の分割後の優先株式数

(5) 株式の併合が行われたときは、優先期末配当金は次式によって算定された調整額を加算した額とする。

調整額 ＝
調整前の１株当たり
優先期末配当金

×
株式の併合による減少優先株式数

株式の併合後の優先株式数
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(6) Ａ種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与して本優先株式の発行若しくは処分が行われたと

き又は株式無償割当てが行われたときは、Ａ種優先株式に対する優先期末配当金は、次式によって算定さ

れた調整額を控除した額とする。なお、Ａ種優先株式の時価は、適正な価額を取締役会が定める。

調整額 ＝

調整前の
１株当たり
優先期末
配当金

×

新規発行又
は処分され
た本優先
株式数

×
優先株式時価－

新規発行又は処分された

本優先株式払込価額

優先株式時価

既発行の優先株式数(自己株式を除く。)
＋新規発行又は処分された本優先株式数

(7) Ａ種優先株主に本新株予約権の割当てを受ける権利を付与して本新株予約権が発行若しくは処分された

とき又は新株予約権無償割当てが行われたときは、優先期末配当金は次式によって算定された調整額を控

除した額とする。

調整額 ＝

調整前の
１株当たり
優先期末
配当金

×

発行又は処分された
本新株予約権の行使に
よる増加優先株式数

×
優先株式時価－ 本新株予約権の行使価額

優先株式時価

既発行の優先株式数(自己株式を除く。)
＋発行又は処分された本新株予約権の行使による増加優先株式数

(8) 前記６(4)ないし(7)における調整額の算定については、円位未満小数第３位以下は切り捨てる。

７　Ａ種優先株式の取得 

当社は、法令の定めに従い、Ａ種優先株主との合意により、いつでもＡ種優先株式を取得することができる。

８　Ａ種優先株式の取得と引換えにする普通株式の交付の請求

Ａ種優先株主は、以下に定める取得請求をし得べき期間中、以下に定める取得の条件により、当社がＡ種優

先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付することを請求することができる。

(1)　取得の条件 

①　当初取得価額

　取得価額は、当初は65円とする。

  ※平成14年７月23日付で取得価額を調整し、調整後取得価額は59円となっている。

②　取得価額の修正

　取得価額は、Ａ種優先株式発行後２年以内に到来する毎月最初の東京証券取引所の取引日（以下「修

正日」という。）に、次のうちのいずれか低い方の価格に修正される。

ア) 修正日直前における取得価額

イ) 修正日の属する月の前月の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り上げる。）

③　取得価額の調整

ア) Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式(以下「取得価

額調整式」という。)により調整する。

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

既発行の普通株式数
(自己株式を除く。)

＋

新規発行又は処分
された普通株式数

× １株当たりの払込金額

普通株式１株当たりの時価

既発行の普通株式数(自己株式を除く。)
＋新規発行又は処分された普通株式数

(a) 取得価額調整式に使用する普通株式の時価を下回る払込金額をもって普通株式の発行等（無償

割当てを含む。）を行う場合、調整後の取得価額は、払込期日の翌日又は払込期間の最終日の翌日

以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。

(b) 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の取得価額は、株式の分割のための基準日の

翌日以降、これを適用する。但し、分配可能額から資本に組入れられることを条件として、その部

分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額

の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための基準日とする場

合は、調整後の取得価額は、当該分配可能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌

日以降、これを適用する。

(c) 取得価額調整式に使用する普通株式の時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付と引換

えに当社に取得させることができる証券を発行する場合、調整後の取得価額は、その証券の発行

日に、また、募集のための株主割当ての基準日がある場合はその日の終りに、発行される証券の総

額が取得されたものとみなし、その発行日の翌日以降又は株主割当ての基準日の翌日以降、これ

を適用する。
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(d) 取得価額調整式に使用する普通株式の時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求

できる新株予約権を発行する場合、調整後の取得価額は、新株予約権の発行の日の終りに、その証

券に付与された当社の普通株式の交付を請求できる権利の全部が行使されたものとみなし、その

払込（無償にて発行される場合は割当日）の翌日以降、これを適用する。

イ) 前記ア)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、同一の事業年度中の日を基準日とする優先期末配当

金相当額を超える配当、時価を超える価格での普通株式の有償取得又は普通株式の併合等により取

得価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額に調整される。

ウ) 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得

価額とし、また、取得価額調整式に使用する既発行の普通株式数は、株主割当ての基準日がある場合

はその日、また、株主割当ての基準日がない場合は調整後の取得価額を適用する日の１か月前の日

(但し、株式分割を行う場合には、株式の分割に係る基準日）における当社の発行済の普通株式数と

する。

エ) 取得価額調整式に使用する普通株式の時価は、調整後の取得価額を適用する日(但し、前記ア)(ｂ)

但し書に示される株式の分割を行う場合は株式の分割に係る基準日)に先立つ45取引日目に始まる

30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)の平均値

(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。

オ) 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

④　取得と引換えに交付すべき普通株式数

　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は次のとおりとする。

取得と引換えに
交付すべき
普通株式数

＝

Ａ種優先株主が取得と引換えにする普通株式の交付請求

のために提供するＡ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　取得と引換えに交付すべき普通株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てる。

⑤　取得と引換えに交付する株式

当社普通株式とする。

(2)　取得請求をし得べき期間

平成13年10月３日から平成25年10月２日までとする。

９　Ａ種優先株式の一斉取得と引換えにする普通株式の交付

取得請求し得べき期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式は、同期間の末日の翌日をもって、Ａ種優先株

式１株の払込金相当額を同期間の末日における前記８の取得価額で除して得られる数の普通株式となる。前

記の普通株式数の算出に当って１株に満たない端数が生じたときは会社法に定める株式併合の場合に準じて

これを取り扱う。

10　種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

当社は、旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。

(第１回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)・取締役会決議日(平成14年６月27日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 50個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 50,000株

新株予約権の行使時の払込金額 140円(注)２

新株予約権の行使期間
平成14年６月27日から
平成24年６月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額 　140円
資本組入額  70円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第２回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)・取締役会決議日(平成15年１月14日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 50個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 50,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　 95円(注)２

新株予約権の行使期間
平成15年１月14日から
平成25年１月13日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額　　95円
資本組入額　48円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第４回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)・取締役会決議日(平成15年７月31日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 30個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 30,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　105円(注)２

新株予約権の行使期間
平成15年７月31日から
平成25年７月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   105円
資本組入額  53円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　(第８回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)・取締役会決議日(平成16年５月19日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 100個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 100,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　111円(注)２

新株予約権の行使期間
平成16年５月19日から
平成26年５月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   111円
資本組入額  56円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第９回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)・取締役会決議日(平成16年６月29日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 80個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 80,000株

新株予約権の行使時の払込金額    119円(注)２

新株予約権の行使期間
平成16年６月29日から
平成26年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額　 119円
資本組入額  60円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第10回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)・取締役会決議日(平成17年３月31日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 120個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 120,000株

新株予約権の行使時の払込金額    107円(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から
平成27年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額　 107円
資本組入額  54円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第11回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)・取締役会決議日(平成17年６月29日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 240個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 240,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　110円(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年６月29日から
平成27年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   110円
資本組入額  55円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第12回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)・取締役会決議日(平成17年６月29日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 100個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 100,000株

新株予約権の行使時の払込金額 100円(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年６月29日から
平成27年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   100円
資本組入額  50円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第13回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)・取締役会決議日(平成18年３月30日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 200個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 200,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　144円(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年３月30日から
平成28年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   144円
資本組入額  72円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第14回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)・取締役会決議日(平成18年４月26日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 90個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 90,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　150円(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年６月26日から
平成28年４月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   150円
資本組入額  75円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第15回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)・取締役会決議日(平成18年４月26日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 200個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 200,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　157円(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年７月２日から
平成27年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   157円
資本組入額  79円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。

(第16回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成18年６月28日)・取締役会決議日(平成18年６月28日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 20個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 20,000株

新株予約権の行使時の払込金額 　122円(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日から
平成28年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   122円
資本組入額  61円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第17回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成18年６月28日)・取締役会決議日(平成19年５月15日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 500個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 　　500,000株

新株予約権の行使時の払込金額 107円(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年７月15日から
平成29年５月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   107円
資本組入額  54円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第18回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成18年６月28日)・取締役会決議日(平成19年５月15日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 410個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 410,000株

新株予約権の行使時の払込金額 111円(注)２

新株予約権の行使期間
平成21年５月16日から
平成28年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額   111円
資本組入額  56円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第20回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成19年６月29日)・取締役会決議日(平成20年２月27日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 100個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 100,000株

新株予約権の行使時の払込金額 65円(注)２

新株予約権の行使期間
平成20年３月28日から
平成30年２月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額    65円
資本組入額  33円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(第21回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成20年６月25日)・取締役会決議日(平成20年６月25日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 50個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 50,000株

新株予約権の行使時の払込金額 74円(注)２

新株予約権の行使期間
平成20年７月26日から
平成30年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額    74円
資本組入額  37円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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(第22回新株予約権)

株主総会の特別決議日(平成21年６月24日)・取締役会決議日(平成21年６月24日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 570個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 570,000株

新株予約権の行使時の払込金額 38円(注)２

新株予約権の行使期間
平成21年８月１日から
平成31年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額    38円
資本組入額  19円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

　

(注) １　新株予約権１個につき目的たる株式数は、1,000株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、１株当たりの行使価額を次の算式により調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り捨てます。但し、第15回、第18回新株予約権については、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役会が１株当たりの行使

価額を適切に調整できるものとします。

３　新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1) 本新株予約権は、付与される新株予約権の個数の一部につき、これを行使することができるものとします。

各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１単元の株式数の整数倍となる場合に限り、

これを行うことができます。

(2) その他の詳細や制限等は、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社及び被割当者間で締結される新株

予約権割当契約書に定めるところによるものとします。

４　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

５  当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、当社が新設合併消滅会社となる新設合併、当社が吸収分割会社とな

る吸収分割、当社が新設分割会社である新設分割、当社が株式交換完全子会社となる株式交換または当社

が株式移転完全子会社である株式移転を行う場合には、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画に従い、本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合

併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、

当該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社または株式

移転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうることがあります。

　　この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとします。

　　　　(a) 新株予約権の目的である株式

　合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権

　利義務を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全親会社とな

　る株式会社または株式移転により設立する株式会社の同種の株式

　　　　(b) 新株予約権の目的である株式の数

　合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。

　調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場

　合、これを切り捨てます。

　　    (c) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行使価額）

　合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。

　調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。
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　　    (d) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得すること 

   ができる事由等

　吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

　定めます。

　    　(e) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要します。

　

当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を発行しております。

株主総会の特別決議日(平成14年１月30日)・取締役会決議日(平成14年１月30日)

　 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 　　　―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数:1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 1,250,000株

新株予約権の行使時の払込金額 98円(注)１

新株予約権の行使期間
平成14年２月６日から
平成24年１月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

発行価額　　98円
資本組入額  49円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　当社が株式分割または株式併合を実施した場合は、行使価額を以下の算式により調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り捨てます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

２　新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1) 付与対象者が正当な理由なく解任された場合、未行使分については、期日前であっても直ちに行使可能にな

ります。正当な理由により解任された場合または辞任・退職・退任した場合は、行使可能となっていない新

株予約権については行使する権利を喪失します。

(2) 当社が他社との合併または株式交換もしくは株式移転を実施し、あるいはその他行使条件の調整を要する

事由が生じた場合は、当社は合理的な範囲内でこれらの調整を行うほか、権利の行使を制限し、または未行

使分を取り消すことができます。

(3) その他細目については、本総会および取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「付与契

約」に定めるところによります。

３　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。死亡により付与契約が終了した場合は、契約に従い、当該

付与対象者の相続人が新株予約権を相続することができます。

４　当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、当社が新設合併消滅会社となる新設合併、当社が吸収分割会社とな

る吸収分割、当社が新設分割会社である新設分割、当社が株式交換完全子会社となる株式交換または当社が株

式移転完全子会社である株式移転を行う場合には、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画に従い、本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併

により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当

該新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社または株式移

転により設立する株式会社の新株予約権が交付されうることがあります。

　　この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとします。

　　(a) 新株予約権の目的である株式

　合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権

　利義務を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全親会社とな

　る株式会社または株式移転により設立する株式会社の同種の株式
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　　(b) 新株予約権の目的である株式の数

　合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。

　調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場

　合、これを切り捨てます。

　　(c) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行使価額）

　合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。

　調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。

　　(d) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得するこ

    とができる事由等

　吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

　て定めます。

　　(e) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要します。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
 総数増減数
 (千株)

発行済株式
 総数残高
 (千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
 (千円)

資本準備金
 増減額
 (千円)

資本準備金
 残高
 (千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日　

1,564 262,434 　― 1,000,000 ― ―

(注) １　平成22年７月13日付で、株式会社日立製作所が保有する全Ａ種優先株式の取得と引換えに普通株式の交付を行

いました。これに伴い発行済株式総数が16,948,474株増加しております。

２　平成22年８月16日付で、同Ａ種優先株式（自己株式）の消却を行いました。これに伴い発行済株式総数が

15,384,000株減少しております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住　所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社フェイス
京都府京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町
566－１　井門明治安田生命ビル

81,888 31.20

株式会社第一興商 東京都品川区北品川５丁目５－26 12,453 4.75

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 11,661 4.44

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 6,023 2.30

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４丁目12番３号 2,918 1.11

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 2,500 0.95

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 1,761 0.67

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町２丁目２－２ 1,550 0.59

高橋　治実 神奈川県横浜市戸塚区 1,062 0.40

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 1,039 0.40

計 ― 122,855 46.81

(注) 　上記大株主の状況は、平成22年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

225,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)

普通株式
184,816,000

184,816 同上

Ａ種優先株式
76,924,000

76,924 (注)２

単元未満株式
普通株式
469,651 (注)１

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 262,434,651 ― ―

総株主の議決権 ― 261,740 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 674株が含まれております。

２　Ａ種優先株式の内容については、「第４〔提出会社の状況〕１〔株式等の状況〕 (1)〔株式の総数等〕②

〔発行済株式〕」の注記に記載のとおりであります。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
コロムビアミュージック
エンタテインメント株式
会社

東京都港区虎ノ門四丁目
１番40号

225,000 ― 225,000 0.09

計 ― 225,000 ― 225,000 0.09

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

　　普通株式

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 57 53 46 35 35 31

最低(円) 32 39 32 27 28 27

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　　Ａ種優先株式

　　当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 新任役員

該当ありません。

　

(2) 退任役員

該当ありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
(最高執行責任者)

代表取締役社長
(最高執行責任者
　兼Ａ＆Ｒ本部長)

原　　　康　晴 平成22年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)および前第２四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)および当第２四半期連結累計期

間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)および前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)および当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,989 3,002

受取手形及び売掛金 ※2
 1,993

※2
 2,827

商品及び製品 355 364

仕掛品 489 478

原材料及び貯蔵品 45 71

繰延税金資産 81 80

前渡金 308 200

前払費用 222 288

その他 100 95

貸倒引当金 △12 △16

流動資産合計 6,574 7,390

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 328 357

機械装置及び運搬具（純額） 38 43

工具、器具及び備品（純額） 116 121

土地 0 0

リース資産（純額） 17 22

有形固定資産合計 ※1
 502

※1
 546

無形固定資産

その他 444 534

無形固定資産合計 444 534

投資その他の資産

投資有価証券 49 48

繰延税金資産 6 6

長期前払費用 11 20

長期未収入金 378 362

その他 554 528

貸倒引当金 △532 △515

投資その他の資産合計 467 450

固定資産合計 1,413 1,530

資産合計 7,988 8,921
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 870 1,098

短期借入金 ※2
 500

※2
 500

リース債務 32 34

未払法人税等 33 34

返品調整引当金 122 308

未払金 492 936

未払費用 2,113 2,449

その他 499 581

流動負債合計 4,664 5,943

固定負債

リース債務 57 73

退職給付引当金 1,221 1,215

その他 192 236

固定負債合計 1,470 1,524

負債合計 6,135 7,468

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 2,187 2,187

利益剰余金 △1,112 △1,589

自己株式 △23 △23

株主資本合計 2,051 1,574

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △0

為替換算調整勘定 △256 △211

評価・換算差額等合計 △256 △211

新株予約権 58 90

純資産合計 1,852 1,452

負債純資産合計 7,988 8,921
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 8,351 8,168

売上原価 5,029 4,729

売上総利益 3,322 3,438

販売費及び一般管理費

販売費 ※1
 1,389

※1
 1,185

一般管理費 ※2
 2,064

※2
 1,771

販売費及び一般管理費合計 3,454 2,957

営業利益又は営業損失（△） △132 481

営業外収益

受取利息 5 1

受取配当金 0 0

受取手数料 － 5

その他 8 1

営業外収益合計 14 8

営業外費用

支払利息 15 4

構造改革関連費用 13 8

その他 3 0

営業外費用合計 31 12

経常利益又は経常損失（△） △149 477

特別利益

新株予約権戻入益 － 35

ライセンス契約整理損戻入益 ※3
 31

※3
 3

退職給付引当金戻入額 ※4
 971 －

本社移転関連利益 ※5
 285 －

貸倒引当金戻入額 17 －

その他 1 3

特別利益合計 1,306 42

特別損失

１００周年記念費用 － 10

和解金 － 4

固定資産除却損 18 3

減損損失 ※6
 642 －

その他 21 －

特別損失合計 682 18

税金等調整前四半期純利益 474 500

法人税、住民税及び事業税 19 24

法人税等調整額 97 △1

法人税等合計 117 23

少数株主損益調整前四半期純利益 － 477

四半期純利益 356 477
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,232 4,288

売上原価 2,548 2,489

売上総利益 1,684 1,798

販売費及び一般管理費

販売費 ※1
 616

※1
 606

一般管理費 ※2
 1,002

※2
 877

販売費及び一般管理費合計 1,618 1,484

営業利益 65 314

営業外収益

受取利息 2 0

受取手数料 － 2

その他 3 0

営業外収益合計 6 3

営業外費用

支払利息 8 1

構造改革関連費用 2 1

その他 0 0

営業外費用合計 11 3

経常利益 60 315

特別利益

新株予約権戻入益 － 16

退職給付引当金戻入額 ※3
 971 －

本社移転関連利益 ※4
 285 －

ライセンス契約整理損戻入益 ※5
 31 －

貸倒引当金戻入額 0 －

その他 1 －

特別利益合計 1,289 16

特別損失

１００周年記念費用 － 10

和解金 － 4

固定資産除却損 18 3

減損損失 ※6
 642 －

その他 21 －

特別損失合計 682 18

税金等調整前四半期純利益 666 313

法人税、住民税及び事業税 10 12

法人税等調整額 105 △1

法人税等合計 116 11

少数株主損益調整前四半期純利益 － 301

四半期純利益 550 301
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 474 500

減価償却費 133 132

減損損失 642 －

のれん償却額 24 －

長期前払費用償却額 23 37

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16 5

受取利息及び受取配当金 △5 △1

支払利息 15 4

退職給付引当金戻入額 △971 －

売上債権の増減額（△は増加） 479 820

たな卸資産の増減額（△は増加） 67 △4

仕入債務の増減額（△は減少） △161 △226

未払金の増減額（△は減少） △224 △265

未払費用の増減額（△は減少） 41 △318

その他 448 △271

小計 953 425

利息及び配当金の受取額 5 1

利息の支払額 △15 △4

法人税等の支払額 △48 △15

法人税等の還付額 130 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,026 407

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期投資の純増減額(△は増加) △0 12

有形固定資産の取得による支出 △340 △10

無形固定資産の取得による支出 △29 △9

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 1 3

長期前払費用の取得による支出 △66 △52

貸付けによる支出 － △20

貸付金の回収による収入 68 4

その他 △113 △155

投資活動によるキャッシュ・フロー △481 △227

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △500 －

リース債務の返済による支出 △15 △16

その他 △34 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △550 △36

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13 139

現金及び現金同等物の期首残高 1,831 2,658

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,817

※
 2,798
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号 平成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用

しております。

　なお、賃貸借契約に基づき使用する本社事務所については、退去時におけ

る原状回復義務が免除される可能性が高いため資産除去債務を計上してお

りません。また、賃貸借契約に基づき使用する本社事務所以外の事務所につ

いては、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務

に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定

されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

１　前第２四半期連結会計期間において独立掲記しておりました「長期貸付金」(当第２四半期連結会計期間19百

万円)については、金額に重要性がなくなったため、当第２四半期連結会計期間においては投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。

２　前第２四半期連結会計期間において独立掲記しておりました「長期未払金」(当第２四半期連結会計期間31百

万円)については、金額に重要性がなくなったため、当第２四半期連結会計期間においては固定負債の「その他」

に含めて表示しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　935百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　884百万円

※２　担保資産

　金融機関からの短期借入金500百万円に対し、受取

手形及び売掛金1,042百万円を担保として差し入れ

ております。

※２　担保資産

　金融機関からの短期借入金500百万円に対し、受取

手形及び売掛金1,606百万円を担保として差し入れ

ております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日)

※１　販売費の主な内訳は次のとおりであります。

 　広告宣伝費 543百万円

 　運賃荷造費 277　〃

　 販売増進費 547　〃

 　その他 20　〃

 　計 1,389百万円

※１　販売費の主な内訳は次のとおりであります。

 　広告宣伝費 431百万円

 　運賃荷造費 223　〃

　 販売増進費 514　〃

　 貸倒引当金繰入額 14　〃

 　その他 2　〃

 　計 1,185百万円

※２　一般管理費の主な内訳は次のとおりであります。

　 従業員給与・手当 898百万円

 　退職給付費用 224　〃

 　その他 942　〃

 　計 2,064百万円

※２　一般管理費の主な内訳は次のとおりであります。

　 従業員給与・手当 930百万円

 　退職給付費用 107　〃

 　その他 733　〃

 　計 1,771百万円

※３　過年度にＶ２レコードとのライセンス契約条件に

ついて係争となり、当該契約を解消することに伴い

発生が予想される損失を引当計上しましたが、一部

見積もっていた損失が減少したため特別利益とし

て計上したものであります。

※３　過年度にＶ２レコードとのライセンス契約条件に

ついて係争となり、当該契約を解消することに伴い

発生が予想される損失を引当計上しましたが、一部

見積もっていた損失が減少したため特別利益とし

て計上したものであります。

※４　退職年金受給権者のうち320名が一時金での受け取

りを選択したことにより生じた退職給付引当金の

戻し入れであります。

――――――――――――

※５　賃貸人からの申し出により本社ビルの定期建物賃

貸借契約を期限前に解約したことにより受け取っ

た立退料と当該本社ビルの建物及び構築物等の除

却損並びに本社移転費用との差額であります。

――――――――――――

※６　減損損失の主な内訳は、建物及び構築物54百万円、

リース資産169百万円およびのれん399百万円等で

あります。

――――――――――――
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日)

※１　販売費の主な内訳は次のとおりであります。

 　広告宣伝費 207百万円

 　運賃荷造費 124　〃

　 販売増進費 264　〃

 　その他 19　〃

 　計 616百万円

※１　販売費の主な内訳は次のとおりであります。

 　広告宣伝費 224百万円

 　運賃荷造費 100　〃

　 販売増進費 273　〃

　 貸倒引当金繰入額 7　〃

 　その他 1　〃

 　計 606百万円

※２　一般管理費の主な内訳は次のとおりであります。

　 従業員給与・手当 460百万円

 　退職給付費用 84　〃

 　その他 456　〃

 　計 1,002百万円
 

※２　一般管理費の主な内訳は次のとおりであります。

　 従業員給与・手当 502百万円

 　退職給付費用 26　〃

 　その他 347　〃

 　計 877百万円

※３　退職年金受給権者のうち320名が一時金での受け取

りを選択したことにより生じた退職給付引当金の

戻し入れであります。

――――――――――――

※４　賃貸人からの申し出により本社ビルの定期建物賃

貸借契約を期限前に解約したことにより受け取っ

た立退料と当該本社ビルの建物及び構築物等の除

却損並びに本社移転費用との差額であります。

――――――――――――

※５　過年度にＶ２レコードとのライセンス契約条件に

ついて係争となり、当該契約を解消することに伴い

発生が予想される損失を引当計上しましたが、一部

見積もっていた損失が減少したため特別利益とし

て計上したものであります。

――――――――――――

※６　減損損失の主な内訳は、建物及び構築物54百万円、

リース資産169百万円およびのれん399百万円等で

あります。

――――――――――――

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 2,072百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△254　〃

現金及び現金同等物 1,817百万円

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 2,989百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△191  〃

現金及び現金同等物 2,798百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 185,510,651

優先株式(株) 76,924,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 225,674

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(千株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 普通株式 1,213 58

合計 1,213 58

(注)  

　

４  配当に関する事項

　　 該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業損失または営業利益の合計額に占めるミュージック制作事業の

割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、財務情報の入手が可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績

を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、企画、制作した音源、映像などのコンテンツを様々な商品に加工し、その商品に適した販売ルート

により消費者へ提供しております。したがって、当社は、制作部門および販売ルートを基礎としたセグメン

トから構成されており、「市販／配信」事業および「特販／通販」事業の２つを報告セグメントとしてお

ります。

 「市販／配信」事業は、企画、制作した音源、映像などのコンテンツに基づく商品を主に販売しておりま

す。「特販／通販」事業は、「市販／配信」事業が制作した音源、映像などのコンテンツを二次利用した商

品を主に販売しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

その他(注) 合計
　 市販／配信 特販／通販 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,384 1,159 6,543 1,624 8,168

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

95 ― 95 81 177

計 5,480 1,159 6,639 1,706 8,345

セグメント利益 875 532 1,407 329 1,737

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、放送メディア事業、音楽著作権取

得管理事業および製造販売受託事業等を含んでおります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

その他(注) 合計
　 市販／配信 特販／通販 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,905 609 3,514 773 4,288

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

36 ― 36 37 74

計 2,942 609 3,551 811 4,363

セグメント利益 512 278 790 143 933

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、放送メディア事業、音楽著作権取

得管理事業および製造販売受託事業等を含んでおります。
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,407

「その他」の区分の利益 329

セグメント間取引消去 15

全社費用(注) △1,272

その他の調整額 2

四半期連結損益計算書の営業利益 481

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 790

「その他」の区分の利益 143

セグメント間取引消去 7

全社費用(注) △626

その他の調整額 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 314

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

　

　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

　該当事項はありません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 △19.19円
　

　 　

　 △30.04円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 1,852 1,452

普通株式に係る純資産額(百万円) △3,555 △5,057

差額の主な内訳(百万円) 　 　
  優先残余財産請求権により
  Ａ種優先株主に帰属する額

5,050 6,060

　Ａ種優先株式の累積未払配当金相当額 300 360

  新株予約権 58 90

普通株式の発行済株式数(千株) 185,510 168,562

普通株式の自己株式数(千株) 225 222

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株) 185,284 168,340

　
２  １株当たり四半期純利益等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 1.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1.32円
　

１株当たり四半期純利益 1.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 356 477

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

(うち優先配当額) (―) (―)

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 356 477

　 　 　

普通株式期中平均株式数(千株) 　 　

普通株式 168,346 175,746

Ａ種優先株式(普通株式転換後) 101,695 94,286

合計 270,041 270,032
　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の内訳（千株）
　 　

新株引受権 ― ―

新株予約権 28千株 ―

　 　 　
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株引受権
（１種類、3,750個）

3,750千株
新株予約権

（19種類、6,120個）
6,120千株

―

２　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2.04円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2.04円
　

１株当たり四半期純利益 1.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 550 301

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

(うち優先配当額) (―) (―)

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 550 301

　 　 　

普通株式期中平均株式数(千株) 　 　

普通株式 168,345 183,074

Ａ種優先株式(普通株式転換後) 101,695 86,957

合計 270,040 270,032
　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の内訳（千株）
　 　

新株引受権 ― ―

新株予約権 28千株 ―

　 　 　
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株引受権
（１種類、3,750個）

3,750千株
新株予約権

（19種類、6,120個）
6,120千株

―

２　当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月２日

コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　川　　雄　基　郎　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコロ

ムビアミュージックエンタテインメント株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計

年度の第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コロムビアミュージックエンタテインメント

株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期

間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続的な営業損失を計上する等により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当

該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不

確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月４日

日本コロムビア株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　川　　雄　基　郎　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コロムビア株式会社(旧社名 コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社)の平成22年４月１日か

ら平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コロムビア株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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